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Ⅰ 益田市をとりまく社会潮流 
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［主な関連分野］全般 

少子高齢化・人口減少の本格化 

我が国の人口は、2008 年をピークに減少し、2023 年 10月時点の総人

口は 1億 2,435 万人となっている。2070 年には人口が 9000 万人に割り

込み、高齢化率も 2020 年の 28.6％から 38.7％に上昇すると推計されてい

る。少子高齢化・人口減少により労働力不足、経済の衰退が懸念される。 

［主な関連分野］全般 

地方創生 2.0 の推進 

 国は「地方創生 2.0 基本構想」を令和 7年に閣議決定した。これまでの

10 年間の地方創生の成果を継承・発展させつつ、現実を直視し、人口規

模が縮小しても経済成長し、社会を機能させる適応策を講じ、地方を元気

にする、「強く」「豊か」で「新しい・楽しい」地方の実現を目指すものと

している。 

［主な関連分野］① 

地域共生社会実現の推進 

家族形態の変化等により、高齢世帯の孤立やヤングケアラー、ひとり親

世帯の増加など、困難・生きづらさの多様化・複雑化が進行している。 

こうしたことを踏まえ、制度・・分野ごとの・「縦割り」や・「支え手」「受け

手」の関係を越えて、地域住民や地域の多様な主体が、助け合いながら生

活する「地域共生社会」の実現が必要となっている。 

また、自治体や支援機関においては、こうした背景を踏まえ「属性を問わ

ない相談支援」「参加支援」「地域づくりに向けた支援」を一体的に実施す

る「重層的支援体制」の体制整備等が進められている。 

［主な関連分野］② 

個別最適な学びと協働的な学びの実現 

 我が国の学校教育においては、「令和の日本型学校教育」を掲げ、個に

応じた指導の重視や主体的・対話的で深い学びの実現、探究的な学習や体

験活動等を通じた多様な他者との協働の学びにより、よりよい学びを生み

出す考え方が示されている。また、この「個別最適な学び」と「協働的な

学び」に向けて、学校環境においては、学校 ICT環境の整備・活用を推

進し、教育の質を向上する「GIGA スクール構想」が推進されている。 

［主な関連分野］③ 

多様な分野における DX の活用 

我が国の社会経済の課題解決に向けては、サイバー空間（仮想空間）と

フィジカル空間（現実空間）を高度に融合したシステムにより、経済発展

と社会的課題の解決を両立する 「Sociey5.0」の実現に向けて、産業や都市

経営、生活サービス、行政経営等あらゆる分野において、DX 化が推進され

ている。例えば産業分野においては、 「スマート農業」や建設分野における

生産システムの ICT 化などをはじめとして、人材不足の中においても、生

産効率を向上させる技術などが推進されており、地域経済を支える中小・

中堅企業の生産性向上、付加価値の創出にはDXが不可欠とされている。 

 

［主な関連分野］④ 

公共交通のリ・デザインの推進 

特に地方においては、人口減少や公共交通の人材不足の中においても、公

共交通を維持し、日常の移動手段確保を行うことが、生活を支える上で重

要である。そのため、多様な移動手段の統合やその他のサービスを検索・

予約・一括利用できるMaaSの推進や、AI を活用した効率的な配車を行

う AI オンデマンド交通、自動運転、等の交通 DXやエネルギーマネジメ

ントと連携した交通 GXなど、効果的な交通サービス等の検討に加え、地

域関係者との連携・協働を通じて、利便性・持続可能性・生産性を高める

地域交通の「リ・デザイン」（再構築）が求められる。 

※［主な関連分野］の対応番号 ： ①健康・医療・福祉・子育て / ②教育・歴史・文化 / ③産業 / ④交通・通信基盤 / ⑤生活環境・自然環境 / ⑥防災・地域づくり / ⑦行財政運営 

■日本の人口の推移（令和 6年版・国土交通白書） 

地方創生 1.0 地方創生 2.0 

 

 

 人口減少・・地域経済縮小の克服 

 中長期展望として・「2060 年に１

億人程度を維持」を提示し、人

口減少を押しとどめる 

 

 

 人口規模が縮小しても経済を

成長させ、地方を元気にする 

 少子化対策により今後の人口

減少のペースが緩まるとして

も、当面の人口減少が続くこと

を正面から受け止め、適応策を

講じる 

 若者や女性に選ばれる地方を

創る 

 

少子高齢化への対応、人口減少対策、人口一局集中の是正 

■地方創生 2.0 の特徴（内閣官房地方創生事務局） 

■地域共生社会の考え方 
（厚生労働省） 

■令和の日本型教育の内容（文部科学省） 

■ICTを活用した森林データ収集、 

施業提案（林野庁） 
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［主な関連分野］⑤ 

人間中心のコンパクトで居心地の良いまちづくりの推進 

持続可能な都市を形成するため、立地適正化計画の実効性向上や都市機

能の高度化等、コンパクトでゆとりとにぎわいのあるまちづくりの取組が

重要視されている。このことから、中心拠点や生活拠点に誘導し、公共交

通で結ぶ「コンパクト・プラス・ネットワーク」の深化や、「居心地が良

く歩きたくなる」まちづくりが推進されている。 

また、まちづくり分野の DX 推進や、空き家の活用、気候変動や生物多様

性の確保等も含め、健康で幸福に暮らすことができる、Well-being の向上

に資するまちづくりを推進するものとしている。 

［主な関連分野］⑤ 

カーボンニュートラル実現の推進 

 令和 2年 10月において、国は 2050 年までに温室効果ガスの排出を全

体としてゼロとする「カーボンニュートラル」を目指すことを宣言した。 

 この「排出を全体としてゼロ」にする考え方は、温室効果ガスの「排出

量」から森林管理などによる「吸収量」を差し引いてゼロにすることを意

味しており、このため、住宅や建築物の省エネ性能の向上や、グリーンイ

ンフラの整備等をはじめとした都市全体の「脱炭素型のまちづくり」が求

められている。 

［主な関連分野］⑥ 

しなやかで強い国土づくり 

 令和 5年に国から示された「第三次国土形成計画」の中では、国土づく

りの基本的な方向の１つとして、「災害等に屈しないしなやかで強い国

土」を示してる。これは。自然災害の激甚化・頻発化や、気候変動、エネ

ルギーや食糧等の安全保障など、多様かつ複合的なリスクに対して、社会

経済活動の持続性を確保する強い国土形成を目指す考え方である。 

 また、この中でも、防災・減災においては、自然災害に対し、人命を守

るとともに、経済社会への被害軽減、迅速な回復を実現する国土強靭化の

取組強化や、事前防災・事前復興、防災DX等について示されている。 

［主な関連分野］⑥ 

働き方や住まい方、地域との関わり方の多様化 

 近年では、仕事重視から地方での生活重視のライフスタイルへと価値観

が変化している傾向にあり、東京圏の若い世代を中心に地方移住への関心

が高まりつつある。また感染症拡大を契機に、住む場所にとらわれない働

き方が浸透している。仕事と育児の両立の面でも柔軟な働き方ができる環

境整備は求められており、テレワークの推進、サテライトオフィスの整備

等も推進されている。 

 また住まい方や地域との関わりにおいて、特定の地域に継続的に多様な

形で関わる「関係人口」は、人口減少・高齢化が深刻な地域においても地

域活性化の鍵となることが期待されている。また、都会に生活拠点を残し

つつ地方に生活拠点を設ける「二地域居住」といった、暮らし方も関心が

高まっている。 

［主な関連分野］⑥・⑦ 

持続可能なまちづくり、SDGs の推進 

厳しい財政状況が続く地方においては、特に持続可能な行財政運営が求

められる。上記の状況の中、複雑化・多様化域課題に対応していくために

は、市民・行政等との「協働」のまちづくりが必要となっている。 

この持続可能なまちづくりには、国連サミットにおいて示された 2030

年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標「持続可能な開発目標

（SDGｓ）」の達成・推進に配慮した行政経営が必要である。 

■持続可能な開発目標（SDGｓ）（外務省） 

［主な関連分野］⑤・⑦ 

社会資本の老朽化に対応したマネジメントの推進 

我が国においては、高度経済成長期以降に集中的に整備されたインフラ

の老朽化が加速度的に進行することから、インフラの老朽化は喫緊の課題

となっている。このことを踏まえ、各自治体でインフラ長寿命化計画によ

るインフラの予防保全、長寿命化等が推進されている。しかし、多くの自

治体では適切な維持管理を進める上で体制面・・予算面に課題を抱えている。

このことから、地方公共団体が個々のインフラを管理するのではなく、広

域・・複数・・多分野のインフラを群として捉え、マネジメントを行う、 「地域

インフラ群再生戦略マネジメント」が推進・検討されている。 

また、社会インフラの維持管理、業務効率化に向けて、持続可能なイン

フラメンテナンスを推進するための新技術の社会実装等が検討されてい

る。 

 

 

  

※［主な関連分野］の対応番号 ： ①健康・医療・福祉・子育て / ②教育・歴史・文化 / ③産業 / ④交通・通信基盤 / ⑤生活環境・自然環境 / ⑥防災・地域づくり / ⑦行財政運営 
   

■地域インフラ群再生戦略 
マネジメントの推進イメージ 
（国土交通省） 

■カーボンニュートラルの考え方（環境省） 
■「居心地が良く歩きたくなる」まちづくりの例（国土交通省） 

■全国二地域居住促進官民連携 
プラットフォーム（R6設立） 

（全国二地域居住等促進官民連携 
プラットフォーム事務局・HP） 

■国土強靭化の考え方（内閣官房） 
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Ⅱ 益田市の分野別現況 
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人口・人口動態 

特徴・課題 

 人口減少が進行。少子高齢化が著しく、年少人口が約 1 割である一方、高齢化率は約 4 割と著しい状況にある。 

 人口減少と同時に世帯構成も変化している。単身世帯のほか、高齢単身・夫婦世帯や、ひとり親世帯の増加もみられる。 

 特に自然減が人口減少の大きな要因となっている。出生も少なくなっている。婚姻率も県平均と比較して低い状況。 

■総人口および年齢 3 区分人口の推移 

人口減少が進行。令和 7 年以降は 65 歳以上人口も減少し、令和 12 年には人口が 4 万人を下回る見通し 

 

■年齢 3 区分別の人口割合推移 

少子高齢化が進行し、令和 7 年には高齢化率が 4 割を超え、令和 17 年には年少人口が 1 割未満となる見込み 

 

■総世帯数・世帯人員 

世帯数も平成 12 年をピークに減少傾向。世帯人員も年々減少している。 

 

■世帯類型別の世帯数 

高齢単身・夫婦世帯や単身世帯、ひとり親世帯が増加している。 

 

  

※年齢不詳を各年齢区分に按分している。・  

資料：昭和 55 年～令和 2年は「国勢調査」、令和 7年以降は「国立社会保障・人口問題研究所」推計（令和５年 12 月公表） 

 

資料：昭和 55 年～令和 2年は「国勢調査」、令和 7年以降は「国立社会保障・人口問題研究所」推計（令和５年 12 月公表） 

資料：国勢調査 資料：国勢調査 

12,912 12,836 11,181 9,547 8,040 7,072 6,449 5,933 5,329 4,587 3,955 3,542 3,297 3,068 2,779

38,197 38,532
36,283

34,906
32,707

30,472
28,080

25,052
22,470

20,669 19,319 18,127 16,172 14,480 13,154

7,931 8,712
10,242

12,143
13,875

14,824
15,486

16,733
17,204

16,907
16,011

14,874
14,379

13,707
12,847

59,040 60,080
57,706 56,596

54,622
52,368

50,015
47,718

45,003
42,163

39,285
36,543

33,848
31,255

28,780

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22 R27 R32

15歳未満人口 15～64歳人口 65歳以上人口

実績値 推計値

（人）

21.9% 21.4% 19.4% 16.9% 14.7% 13.5% 12.9% 12.4% 11.8% 10.9% 10.1% 9.7% 9.7% 9.8% 9.7%

64.7% 64.1%
62.9%

61.7%
59.9% 58.2% 56.1% 52.5% 49.9% 49.0% 49.2% 49.6% 47.8% 46.3% 45.7%

13.4% 14.5% 17.7% 21.5% 25.4% 28.3% 31.0% 35.1% 38.2% 40.1% 40.8% 40.7% 42.5% 43.9% 44.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22 R27 R32

15歳未満人口割合 15～64歳人口割合 65歳以上人口割合 実績値 推計値

17,152

18,534
18,375

19,311
19,422 19,333 19,243

19,037
18,870

3.44

3.24
3.14

2.93
2.81

2.71
2.60

2.51

2.38

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

16,000

16,500

17,000

17,500

18,000

18,500

19,000

19,500

20,000

S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2

総世帯数 1世帯あたりの人員

総世帯

（世帯）
1世帯あたりの人員

（人）

35,331

3,126

2,737

2,410

2,129

高齢

単身世帯

36,340

3,172

3,045

2,781

2,679

高齢

夫婦世帯

53,705

3,009

2,748

2,663

2,553

その他の

単身世帯

20,227

1,588

1,803

2,084

2,205

その他の

夫婦世帯

58,863

3,832

4,048

4,158

4,321

夫婦と子

24,586

1,722

1,677

1,688

1,569

ひとり親と

子

9,045

681

880

984

977

夫婦と親

15,892

729

1,017

1,335

1,752

夫婦と

子と親

12,455

756

875

966

1,017

その他の

親族

1,657

105

132

123

74

非親族

361

85

20

1

不詳

0% 20% 40% 60% 80% 100%

参考：島根県

（R２）

【268,462】

R2

【18,805】

H27

【18,982】

H22

【19,193】

H17

【19,276】

凡例

[世帯]
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■地域別人口推移 

全ての地域で人口減少が進行している。美都・匹見では高齢化率が 5 割以上を占める。 

[ 地域別の人口 ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［ 令和 2 年における地域別の年齢 3 区分別人口 ］ 

■自然動態・社会動態 

社会減は抑制傾向にあるが、自然減が年々進行している。 

[ 自然動態（出生数・死亡数） ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［ 社会動態（転入数・転出数） ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[ 自然増減・社会増減 ] 

  

資料：国勢調査 資料：住民基本台帳（各年 10月 1 日時点） 

3,121 2,941 2,647 2,527
2,231 1,984 1,699

2,173 2,096 1,797 1,577 1,381 1,147 9370

2,000

4,000

6,000

8,000

H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2

52,412
51,559

50,128

48,264

46,116

44,587

42,367

40,000

42,000

44,000

46,000

48,000

50,000

52,000

54,000

H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2

益田地域 美都地域 匹見地域

12.3% 8.1% 4.2%

50.4%
41.9%

31.7%

37.4%
50.0%

64.1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

益田地域 美都地域 匹見地域

15歳未満人口割合 15～64歳人口割合
65歳以上人口割合

380 353 311 343 330 318 300 290 271 254 220 201

-656 -711 -709 -683 -715 -753 -732 -725 -724 -723 -760 -790

-276
-358 -398 -340 -385 -435 -432 -435 -453 -469 -540 -589

-1000

-500

0

500

1000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

出生 死亡 自然増減（人）

1,583 1,500 1,530 1,499 1,406 1,378 1,342 1,213 1,134 1,213 1248 1174
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■年齢階層別純移動数（男性） 

就職・進学時期における転出が顕著。 

 

■年齢階層別純移動数（女性） 

高校進学～就職時期にかけて転出が顕著。 

 

■婚姻件数・婚姻率 

婚姻件数は人口減少に伴い減少。婚姻率は県平均を下回っている。 

 

■未婚率の推移 

男性、女性ともに未婚率は上昇傾向にある。 

 

   

資料：RESAS（総務省「国勢調査」、厚生労働省「都道府県別生命表」に基づきデジタル田園都市国家構想実現会議事務局作成） 
 

資料：RESAS（総務省「国勢調査」、厚生労働省「都道府県別生命表」に基づきデジタル田園都市国家構想実現会議事務局作成） 

 

資料：益田市こども計画（住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数） 資料：益田市こども計画（国勢調査） 
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分野1  健康・医療・福祉・子育て  

特徴・課題 

 男性の平均寿命は、他自治体と比べ短い。要介護（要支援）認定率も高い水準にあり、健康づくりの推進が今後も必要。 

 生産年齢人口にあたる層の精神障害者が増加。また、子どもたち（児童・生徒）の中で、悩みを相談する人がいない、相談先がわからないといった人も多く、心の面におけるケア・健康づくりの推進も必要。 

 益田市においては合計特殊出生率が高く、子育て世代の女性就業率も高い。子育てと就業が両立しやすいと考えらる。一方、小学校期の子育てにおける支援は満足度が低いことから、施策の充実や見直しが必要。 

■平均寿命 

男性・女性いずれも県内平均を下回る。また、男性の平均寿命は全国と比較しても低い水準にある。 

［ 男性 ］                                          [ 女性 ] 

■特定健康診査受診率 

特定健康診査受診率県内平均、全国平均を上回るものの、低下傾向にある。 

［ 特定健康診査受診率 ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［ 特定健康診査受診率の県内比較（R3） ］ 

■特定保健指導の対象者数 

特定保健指導の対象者数は減少している。 

 

  

資料：益田市国民健康保険・第 3 期データヘルス計画・第 4期特定健康診査等実施計画 

資料：市区町村別生命表 

77.9

79.7

80.8
80.9

78.5

79.5

80.8

81.6

78.8

79.6

80.8

81.5

76.0

77.0

78.0

79.0

80.0

81.0

82.0

H17 H22 H27 R2

益田市 島根県 国（歳）

県内順位

18位/19位中

全国順位

1358位/1887位中 85.7

86.9

87.1

88.1

86.6

87.1

87.7

88.2

85.8

86.4

87.0

87.6

84.0

84.5

85.0

85.5

86.0

86.5

87.0

87.5

88.0

88.5

H17 H22 H27 R2

益田市 島根県 国（歳）

県内順位

12位/19位中

全国順位

360位/1887位中

資料：益田市国民健康保険・第 3 期データヘルス計画・第 4期特定健康診査等実施計画 
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■要介護（要支援）認定者数 

要介護（要支援）者は横ばい傾向にあるが、要介護（要支援）認定率は高く、 

島根県の平均を上回っている状況 

［ 要介護（要支援）認定者数 ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［ 要介護（要支援）認定率 ］ 

■年齢階層別純移動数（女性） 

身体障がい者の数は微減傾向にあるが、知的障がい者、精神障がい者の数は増加傾向。 

特に精神障がい者については、18 歳～65 歳の生産年齢人口にあたる層が急増している。 

［ 身体障害者手帳交付者数 ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：第６期・益田市障がい者基本計画 

資料：第９期益田市高齢者福祉計画・益田市介護保険事業計画 

資料：第９期益田市高齢者福祉計画・益田市介護保険事業計画 資料：第６期・益田市障がい者基本計画 

資料：第６期・益田市障がい者基本計画 

［ 療育手帳交付者数 ］ ［精神障害者保健福祉手帳交付者数 ］ 
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■被保険者数・医療費総額 

被保険者数の減少に伴い、医療費も緩やかに減少している。 

 

■一人あたり医療費 

一人あたり医療費は、令和 4 年度に減少したものの、全体として増加傾向にある。 

 

■合計特殊出生率 

合計特殊出生率は減少傾向にあるものの、島根県・全国と比較して高い水準にある。 

 

■年齢別女性就業率の状況 

女性就業率は、全国と比較して高く、特に 30～39 歳の子育て等により就業率が低くなる年代層においても 

就業率は高い状況にある。 

 

・   
資料：国勢調査 

資料：益田市国民健康保険・第 3 期データヘルス計画・第 4期特定健康診査等実施計画 資料：益田市国民健康保険・第 3 期データヘルス計画・第 4期特定健康診査等実施計画 

1.73
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資料：人口動態統計特殊報告 人口動態保健所・市区町村別統計 
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■子育て環境や支援への満足度（R６：益田市こども計画アンケート） 

子育て満足度において満足評価は就学前が 37.2％、小学生が 18.1％。特に小学生では不満足評価（34.3％）が満足評価を上回っており、小学生及び小学生保護者への子育て支援の充実が課題となっている。 

 

■子育て支援拠点事業サービスの利用状況（R６：益田市こども計画アンケート） 

サービスの利用状況は 3 割前後が多い。こどもの就学相談、保護者の健康 ・心配ごとの相談等は利用が少ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■子育て支援拠点事業サービスの満足度（R６：益田市こども計画アンケート） 

利用者の満足度はほとんどの事業で 7 割は満足している。母子手帳アプリは他事業と比べて満足度が低め。 

 

 

  

資料：益田市こども計画 

凡例 

資料：益田市こども計画 

資料：益田市こども計画 
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■小中学校における悩みの相談先（R7：益田市内小中学校アンケート） 

悩みを誰にも相談していない児童・生徒も多い。その要因として、「どのように相談したらいいかわからない」「相談する人がいない」などが挙げられる。 

［悩みを誰に相談するか］                                      ［悩みをだれにも相談していない理由］ 

 

  

資料：令和 7年度・益田市内小中学校アンケート調査 
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分野2  教育・歴史・文化 
 

特徴・課題 

 学校教育においては、児童・生徒数の減少に伴い、部活動の地域移行をはじめ、学校活動や、学校における文化・スポーツ活動にも影響が出ている。時代やまちの変化等を踏まえた、効果的な学校運営が必要。 

 文化財をはじめ、各地域にまちの貴重な歴史・文化資源が存在。各地域で人口減少が進行する中にあっても、こうした地域資源を有効に保存・活用していくことが求められる。 

 文化芸術活動に親しむ小中学生が少ない。子どもの頃から文化・芸術等に親しむことができる環境づくり・取組等が必要。 

■学校数・児童・生徒数 

小中学校、高校（全日制・定時制）で児童・生徒数は減少傾向にある。 

［ 小学校・中学校数及び児童数・生徒数 ］                                                            ［ 高等学校・特別支援学校・専修学校数及び生徒数 ］ 

■不登校児童・生徒数 

不登校児童・生徒数は増加傾向にある。 

 

■部活動の地域移行の状況（R7：益田市中学校部活動の地域移行に関するアンケート調査結果） 

生徒数減少、教員の負担増により、部活動を学校教育から地域活動へ移行する必要性が示されている。 

地域活動への移行に向けては、活動場所や活動場所への移動手段、指導者の確保、金銭面の負担等において課題が残る 

 

［ 部活動の指導に負担を感じているか（教職員）］            ［部活動の地域移行についての懸念（保護者）］ 

 
 

資料：益田市こども計画 資料：益田市中学校部活動の地域移行に関するアンケート調査結果 
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資料：学校基本調査 
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［ 地域クラブ等への従事に関する心配事・不都合（教職員） ］ 

活動場所・設備の確保/指導者の確保/遠距離生徒の移動手段/保護者の

経費負担増/楽器・楽譜等の管理体制/同じ競技内のクラブチームの乱立/

指導力/クラブチームの設立/報酬や保険適用の制度設計/地域意向の実現

性/地域間格差 等 
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■学校は楽しいか（R7：益田市内小中学校アンケート） 

「とても楽しい」「どちらかといえば楽しい」あわせて、学校が楽しいと思う児童・生徒は 75.0％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■学校の先生に望むこと（R7：益田市内小中学校アンケート） 

先生に対し、「楽しい学校になるようにしてほしい」と考えている児童・生徒が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：令和 7年度・益田市内小中学校アンケート調査 資料：令和 7年度・益田市内小中学校アンケート調査 
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■指定・登録文化財の状況 

益田市の指定・登録文化財は令和 7 年４月時点で 153 件。各地域において文化財が分布している。 

［ 益田市内の主な指定・登録文化財の分布～有形文化財（建造物）・史跡等～ （R1.7 月時点） ］                                          ［ 益田市内の指定・登録文化財件数（R7.4 月時点）］ 

 

 

 

     

 

  

資料：益田市文化財保存活用地域計画 

資料：益田市HP 
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■益田市にかかわりのある人物（歴史人物）の認知状況（R7：益田市内小中学校アンケート） 

益田市の小中学生においては、柿本人麻呂、雪舟など、益田市の歴史上の人物の認知度が高い。学校の先生から教わっていることが多く、市の郷土・歴史教育等の成果がみられる。 

［益田にかかわりのある人物の中で知っている人］                                ［左記の人物をどのように知ったか］ 

■文化・芸術への興味・関心（R7：益田市内小中学校アンケート） 

小中学生においては、文化・芸術への興味・関心について、興味・関心がない人が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■文化・芸術活動や触れる機会（R7：益田市内小中学校アンケート） 

小中学性において、文化・芸術に関する活動・鑑賞などに触れている人が少ない状況。 

［これまで文化芸術活動へ参加・発表したことがあるか］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

［この 1 年間におけるコンサート、美術展、映画などの鑑賞をしたか］ 

  

資料：令和 7年度・益田市内小中学校アンケート調査 

資料：令和 7年度・益田市内小中学校アンケート調査 資料：令和 7年度・益田市内小中学校アンケート調査 
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分野3  産業  

特徴・課題 

 いずれの産業も就業者数が減少。生産額も微減傾向にあるほか、1次産業では高齢化もみられる。生産年齢人口の減少・高齢化の中でも、産業を維持・発展させていくことが課題となる。 

 高齢化の進行も影響し、医療・福祉産業は市の強みの産業として、生産額も向上している。また、建設業等も市の強みとなっている。 

 観光客数はコロナ禍以前の水準までには回復していない。更なる観光の推進・PRが求められる。 

■産業別就業人口 

いずれの産業も就業者数が減少している。 

 

■産業別就業者の年齢割合（R2） 

農業、漁業は、60 歳以上の就業者が 7 割を占めている状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■市内総生産 

市内総生産額は緩やかに減少。「保健衛生・社会事業」「卸売・小売」「不動産業」が大きな割合を占める。 

［ 産業別市内総生産額 ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［ 市内総生産額の割合（R4） ］ 
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80代

13.1%

3.8%

0.7%

0.7%

0.1%

1.7%

5.9%

0.7%

1.5%

4.3%

0.5%

0.3%

0.9%

1.3%

8.7%

80歳以上

1.4%

1.9%

0.1%

1.5%

0.1%

0.4%

凡例

Ａ農 業

[1,362]

Ｂ林 業

[176]

Ｃ漁 業

[52]

Ｄ鉱業・採石業・砂利採取業

[32]

Ｅ建設業

[2,101]

Ｆ製造業

[2,189]

Ｇ電気 ガス 熱供給 水道業

[191]

Ｈ情報通信業

[115]

Ｉ運輸業・郵便業

[571]

Ｊ卸売業・小売業

[788]

Ｋ金融業・保険業

[329]

Ｌ不動産業・物品賃貸業

[205]

Ｍ学術研究、専門・技術サービス業

[614]

Ｎ宿泊業・飲食サービス業

[399]

Ｏ生活関連サービス業・娯楽業

[1,008]

Ｐ教育・学習支援業

[1,354]

Ｑ医療・福祉

[3,894]

Ｒ複合サービス事業

[341]

Ｓサービス業（他に分類されないもの）

[1,226]

Ｔ公務（他に分類されるものを除く）

[907]

Ｕ分類不能の産業

[472]

資料：島根県市町村民経済計算 

資料：国勢調査 

2,720

(10.6%)

2,101

(8.9%)
1,875

(8.1%)
1,590

(7.5%)

5,898

(22.9%)
5,067

(21.5%)
4,806

(20.8%)
4,322

(20.3%)

17,009

(66.1%) 16,070

(68.1%)
15,852

(68.8%)
14,886

(70.0%)

123

(0.5%)

366

(1.6%)
518

(2.2%) 472

(2.2%)

25,750
23,604 23,051

21,270

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

第1次産業 第2次産業 第3次産業 分類不能
（人）

2,702 3,092 3,437 3,533 3,337 3,265 3,261 3,052 3,080
28,085 35,949 34,002 29,914 30,903 34,301 33,859 33,826 34,763

125,194
129,827 132,826 131,328 129,961 128,246 121,698 123,037 125,044

157,286
169,770 170,919 165,520 165,016 166,287 159,499 161,173 164,625

0
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100,000

150,000

200,000

平成26
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平成29
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平成30
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令和元

年度
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年度

令和3

年度

令和4

年度

第1次産業 第2次産業 第3次産業（百万円）

①

1.4%

②

② 0.4%

③

③ 0.1%

④

④ 0.2%

⑤

10.3%

⑥

10.6%

⑦

3.8%

⑧

12.6%

⑨

4.2%

⑩

1.9%

⑪

2.3%

⑫

2.0%

⑬

11.3%

⑭

6.1%

⑮

5.8%

⑯

6.4%

⑰

15.7%

⑱

4.0%

⑲

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

R4

第1次産業 第2次産業 第3次産業

①農業 / ②林業 / ③水産業 / ④鉱業 / ⑤製造業 / ⑥建設業 / ⑦電気 ガス 水道 廃棄物処理業 / ⑧卸売 小売業 / ⑨運輸 郵便業/

⑩宿泊 飲食サービス業 / ⑪情報通信業 / ⑫金融・保険業 / ⑬不動産業 / ⑭専門 科学技術、業務支援サービス業 / ⑮公務 / ⑯教育/

⑰保健衛生 社会事業 / ⑱その他のサービス / ⑲輸入品に課される税・関税（控除）総資本形成に係る消費税

資料：令和 2年国勢調査 
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■産業分類別の生産額推移 

「建設業」や「専門・科学技術、業務支援サービス業」「保健衛生・社会事業」は生産額が増加傾向。そのほかの産業は横ばい、または減少傾向にある。 

 

 

■産業別・男女別従業者数及び特化係数（R3） 

「建設業」「医療・福祉」「卸売業・小売業」は従業者が多く、特化係数が高い市の強みの産業と言える 

 

■観光客数及び宿泊者数 

観光客数はコロナ禍以前の水準までには回復していない。宿泊者数は令和 3 年以降、200 万人以上をキープ。 

 

 

［観光地点別観光入込客数の上位（R6）］ 

順 

位 
観光地・施設名 

観光 

入込客数 

１ 
島根芸術文化センター

グラントワ 
256 千人 

２ 万葉公園 246 千人 

３ 美都温泉 64 千人 

４ ひだまりパークみと 57 千人 

５ 道の駅サンエイト美都 37 千人 

 

 

 

 
  

①

1,888

2,382

2,385

2,188

2,212

2,271

2,121

2,249

②

②, 1,001

②, 863

②, 921

②, 967

②, 897

②, 871

②, 819

②, 692

③

③, 203

③, 192

③, 227

③, 182

③, 156

③, 119

③, 112

③, 139

④

④, 589

④, 637

④, 591

④, 519

④, 456

④, 429

④, 327

④, 325

⑤

21,144

16,666

17,302

17,790

16,519

18,345

17,190

17,021

⑥

14,216

16,699

12,021

12,594

17,326

15,085

16,309

17,416

⑦

6,902

6,935

7,148

6,970

7,308

6,934

7,692

6,320

⑧

21,292

21,081

21,345

21,056

20,563

19,368

19,951

20,726

⑨

6,986

6,923

6,929

7,000

6,957

6,007

6,620

6,932

⑩

4,034

4,470

4,427

4,403

4,064

2,369

2,239

3,111

⑪

4,747

4,921

4,556

4,406

4,084

4,411

3,835

3,742

⑫

4,281

3,883

3,681

3,602

3,346

2,943

2,938

3,250

⑬

20,391

21,794

21,126

20,433

19,901

19,420

18,833

18,570

⑭

8,768

9,719

9,352

9,366

9,341

9,476

9,904

10,068

⑮

10,396

10,579

10,633

10,584

10,054

9,044

8,697

9,478

⑯

10,668

10,855

10,789

10,638

10,162

10,215

10,119

10,514

⑰

24,234

24,611

24,266

24,670

25,612

25,203

25,732

25,779

⑱

7,128

7,055

7,075

6,834

6,853

6,307

6,478

6,554

⑲

902

654

744

815

476

682

1,258

1,739

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000 140,000 160,000 180,000

凡例

H27

H28

H29

H30

R1

R2

R3

R4

第1次産業 第2次産業 第3次産業

①農業 / ②林業 / ③水産業 / ④鉱業 / ⑤製造業 / ⑥建設業 / ⑦電気 ガス 水道 廃棄物処理業 / ⑧卸売 小売業 / ⑨運輸 郵便業/ ⑩宿泊 飲食サービス業 / ⑪情報通信業 / ⑫金融・保険業 / ⑬不動産業 / ⑭専門 科学技術、業務支援サービス業 / ⑮公務 / ⑯教育/⑰保健衛生 社会事業

⑱ その他のサービス / ⑲輸入品に課される税・関税（控除）総資本形成に係る消費税

（百万円） 資料：島根県市町村民経済計算 

資料：令和 3年経済センサス－活動調査 
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産業は全国と比べて就業者比率が高く、特化傾向にあるといえる。 
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資料：島根県市町村民経済計算 
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分野4  交通・通信基盤 

特徴・課題 
 公共交通の利用者数の減少や、交通事業者の不足等により、バス路線の一部廃止等、市内の公共交通の持続的な運行が困難となってきている状況。今後も高齢化が進行する中、効果的・効率的な公共交通・

移送サービスのあり方の検討や、事業者・団体等、多様な主体と連携した交通運営体制の検討等、持続可能な公共交通の実現に向けた検討が必要である。 

■公共交通マップ 

中心地においては路線バスが運行され、その他の地域等を乗合タクシー、過疎バス等で補う状況。 

令和 7 年 3 月には、路線バスの「匹見線」「種線」「梅月線」が廃止。10 月には「都茂線」が廃止予定。 

 

■公共交通の利用状況（R3:地域公共交通計画アンケート） 

公共交通を「利用していない」が 7 割以上を占める。 

自家用車に依存している状況。 

［ 公共交通の利用頻度 ］ 回答数：563 

■交通事業者の状況（R3:地域公共交通計画ヒアリング） 

利用者減少、運転士不足により更なる交通の衰退が懸念 

［ 路線バス事業者への聞き取り（抜粋） ］ 

 主な利用者は、学生、高齢者であるものの、少子化の

影響や高齢者でも自家用車を運転する方が多く、利

用者は減少傾向にある。 

 運転士不足であり、さらに運転士の高齢化が進んでい

る。 

 運転士を募集しても、ほとんど応募がない状況が続い 

ている 
 

■自動車運転免許返納の状況 

運転免許証の自主返納者は増加傾向にある。 

 

 
資料：益田市公共交通マップ（R7.4.1 時点） 

資料：益田市地域公共交通計画 

資料：益田市地域公共交通計画 

資料：益田市地域公共交通計画 
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■JR 益田駅の 1 日平均乗車人員の推移 

益田駅の乗車人員は減少傾向。 

 

■路線バス・乗合タクシーの利用者数推移 

路線バスの年間利用者数は、50 万人台。乗合タクシーは 2 千人台で年々減少している。 

 

■萩・石見空港の利用状況 

萩・石見空港はコロナ禍により R2,R3 で利用者が減少。近年は回復傾向にある。 

 

   

資料：島根県統計書 資料：益田市地域公共交通計画 

［ 路線バス ］ 

［ 乗合タクシー ］ 

資料：島根県HP 
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分野5  生活環境・自然環境 

特徴・課題 

 人口減少の中でも利便性・快適性が高いまちづくりを推進するための、居住や都市機能の誘導のほか、空き家の適正管理等をはじめとした居住環境向上の推進が必要。 

 水質が良好な高津川や、豊富な森林資源等をはじめ、自然環境の維持・保全が必要。 

 2050 年のカーボンニュートラル実現に向けて、温室効果ガスの更なる排出抑制や、森林資源の適切な保全などが求められる。 

■中心市街地のまちづくり 

益田市では、持続可能で利便性の高い市街地形成を目指すために、都市機能や居住を一定の区域へ緩やかに誘導し、人口減少に対応する「立地適正化計画」を策定。 

市街地内の災害リスクに配慮した上で、都市機能が集積した利便性の高い市街地を形成するとともに、居住を誘導し、高密度で持続可能な都市づくりを推進していくことが求められる。 

 

 
資料：益田市立地適正化計画 
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■公共施設の築年別整備状況 

築 30 年以上が全体の 58.4％で公共施設の老朽化が進行。今後、計画的な施設の改修・更新が求められる。 

 

■空家数・空家率の推移 

空家率は 18.5％で増加傾向。空家は利用用途のない「その他の住宅」が 7 割以上を占める。 

［ 空家数・空家率 ］ 

 

 

 

 

 

 

［ 空家の内訳 ］ 

 

■空家の活用 

空家バンクは令和 5 年度までに 332 件が登録され、217 件の契約が成立している。 

契約者は市外出身が 4 割以上を占めており、移住の受け皿の役割を果たしている。 

 

 

 

■空家等に対する相談状況 

令和元年度から令和 5 年度の約 5 年間で 124 件の相談あり。 

防災に関する相談が主で、空き家の発生・放置により、地域の安全性・生活環境等の悪化につながる。 

 

   

資料：益田市公共施設等総合管理計画 改訂版 

資料：第 2期・益田市空家等対策計画 

資料：住宅・土地統計調査 
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資料：第 2期・益田市空家等対策計画 
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■高津川の水質（BOD 年平均値） 

高津川は令和 5 年、6 年の 2 年連続で、「水質が最も良好な河川」に選ばれている 

 

■地目別土地面積 

益田市の土地面積は「山林」が 80.7％を占めている。 

 

 

 

■ごみ総排出量の推移 

ごみ排出量は微減傾向にあるが、1 人 1 日あたりのごみ排出量は微増傾向にある。 

 

［ ごみ排出量 ］                                                ［ 1 人 1 日あたりのごみ排出量、集団回収量 ］ 

 

 

■温室効果ガス排出量の将来推計（現状趨勢） 

2050 年度ゼロカーボンに向け、更なる温室効果ガス排出量削減等が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［ 温室効果ガス排出量削減目標 ］ 

2030 年度（令和 12 年度）に 2013 年度（平成 25年度）比で 46％削減 

 

［ 長期目標 ］ 

2050 年度（令和 32 年度）までに温室効果ガス排出量実質ゼロ 

  

資料：令和 6年・中国地方・一級河川の水質現況（国土交通省中国地方整備局） 

資料：益田市一般廃棄物処理基本計画 

資料：住宅・土地統計調査 

「水質が最も良好な河川」 

河川の BOD 年平均値と BOD75％値の両方が環境省の定める公共用水域水質測定結果の報告下限値の 0.5mg/ℓ

である河川を「水質が最も良好な河川」としている。 

※BOD：生物が水中にある有機物を分解するのに必要とする酸素の量。河川の汚染度が進むほど、値が高くな

る。 

資料：益田市地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 

資料：益田市地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 
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分野6  防災・地域づくり 

特徴・課題 

 各地域において、浸水、土砂災害等、多様な災害リスクが存在。流域治水等をはじめ、強靭な防災対策・整備を進める必要がある。 

 高齢化の進行や、人口減少等の中においても、防災や福祉、医療等、多様な面でまちの安全性を高める視点から、地域で助け合える体制づくり等が必要。 

 子ども（児童・生徒）における、地域活動・行事への参加は少ない状況。地域コミュニティの維持や地域への愛着を高める上で、子どもや若年層が地域のまちづくりに触れる機会や意識の醸成が必要。 

■総人口および年齢 3 区分人口の推移 

特に中心市街地においては洪水等による浸水、内水氾濫、土砂災害など多様な災害リスクが存在。また、市全域に土砂災害リスクがあるほか、高津川、益田川周辺において浸水等の災害リスクがある。 

［ 居住誘導区域の設定にあたっての検討図（益田都市計画区域内の災害リスク） ］             ［ 高津川洪水浸水想定図（最大規模） ］      ［ 益田川洪水浸水想定図（最大規模） ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［ 

 

 

■自主防災組織設立状況（R7.2 時点） 

自主防災組織組織率は全体で 44.02％。自主防災組織がない地区も存在している。 
 

地 区 世帯数 
自主防災組織 

地 区 世帯数 
自主防災組織 

地 区 世帯数 
自主防災組織 

地 区 世帯数 
自主防災組織 

所属世帯 組織率 所属世帯 組織率 所属世帯 組織率 所属世帯 組織率 

益田地区 2,687 世帯 283 世帯 10.53% 鎌手地区 640 世帯 640 世帯 100.00% 二条地区 237 世帯 48 世帯 20.25％ 都茂地区 427 世帯 0 世帯 0.00％ 

吉田地区 6,778 世帯 3,459 世帯 51.03% 種地区 100 世帯 100 世帯 100.00% 美濃地区 137 世帯 0 世帯 0.00％ 東仙道地区 348 世帯 0 世帯 0.00％ 

高津地区 3,824 世帯 1,459 世帯 38.15% 豊川地区 357 世帯 259 世帯 72.55% 小野地区 598 世帯 598 世帯 100.00％ 匹見上地区 352 世帯 0 世帯 0.00％ 

安田地区 1,583 世帯 619 世帯 39.10% 真砂地区 143 世帯 143 世帯 100.00% 中西地区 753 世帯 261 世帯 34.66％ 匹見下地区 132 世帯 0 世帯 0.00％ 

北仙道地区 181 世帯 181 世帯 100.00% 西益田地区 1,694 世帯 1,156 世帯 68.24% 二川地区 92 世帯 92 世帯 100.00％ 道川地区 57 世帯 0 世帯 0.00％ 
 

  資料：益田市HP 

資料：益田市立地適正化計画 
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■火災発生件数 

火災発生件数は令和 5 年で大きく増加 

 

■救急出場件数 

救急出場件数は年々増加傾向にある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■交通事故発生件数 

交通事故発生件数は減少傾向にある。 

 

 

 

■犯罪認知状況 

犯罪認知件数は減少傾向にある。 

 

 

  

資料：益田市地域防災計画附属資料 

資料：島根県警察 

資料：益田広域消防署資料 

資料：島根県警察 
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■住んでいる地域のことが好きか（R7：益田市内小中学校アンケート） 

「とても好き」「どちらかといえば好き」をあわせて 77.0％が地域のことを好きと回答。自然や地域の人のやさしさなどが、児童・生徒にとって愛着を高める要因になっている。 

［住んでいる地域のことが好きか］                                       ［地域のことを好きな理由］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■公民館などの行事・地域イベントへの参加状況（R7：益田市内小中学校アンケート） 

「現在、参加している」は 33.0％であり、児童・生徒の 67.0%は地域行事や地域イベントへ参加をしていない状況。 

参加した児童・生徒は参加して良かったことについて、「やりがいを感じた」「地域の大人たちとのつながりができた」ことを良かったと感じている。 

［公民館などの行事や地域のイベントへ参加しているか］                            ［地域のことを好きな理由］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：令和 7年度・益田市内小中学校アンケート調査 

資料：令和 7年度・益田市内小中学校アンケート調査 

資料：令和 7年度・益田市内小中学校アンケート調査 
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分野7  行財政運営 

特徴・課題 
 財政の硬直化が進行するなど、厳しい財政状況となっている。人口が減少する中、更なる自主財源確保に努める必要がある。 

 人口減少により財源が不足する中、公共施設等の更新をはじめ、限られた財源の中で、安全・健全な行財政運営が必要。 

■財政力指数 

財政力指数は横ばい傾向。類似団体と比較して低い状況にあり、 

自主財源確保に努める必要がある。 

 

■経常収支比率 

経常収支比率は類似団体よりも良好であるものの、90％を超えており、 

財政が硬直化（新たな政策に向ける財源が少ない）している状態である。 

 

■将来負担比率 

改善傾向にあるが、将来負担比率は未だ 66.7％あり。地方債発行縮減や比率改善に努める必要がある。 

 

■実質公債費比率 

実質公債比率は改善傾向。地方債発行縮減や比率改善に今後も努める必要がある。 

 

  

資料：令和 5年度財政状況資料集 

資料：令和 5年度財政状況資料集 

資料：令和 5年度財政状況資料集 

財政力指数［0.39］ 

〇類似団体内順位・ 31/52 

〇全国平均・ 0.48 

〇島根県平均・ 0.25 

※財政力指数 

標準的な行政活動を行うのに必要な財源をどのくらい自力で調達できるかを表している。基準財政需要額に

対する基準財政収入額の割合で算出され、数値が大きいほど財政基盤が強いことを示す。 

 

経常収支比率［92.8％］ 

〇類似団体内順位・ 20/52 

〇全国平均・ 93.1 

〇島根県平均・ 91.1% 

※経常収支比率 

人件費、扶助費、公債費など毎年度経常的に支出するものに充てられる一般財源の額が、市税や交付税など

の毎年度経常的に収入される一般財源の総額に占める割合で、数値が低いほど自由に使えるお金が多く、財政

の弾力性が高いといえる。70～80％が望ましいとされている。 

 
資料：令和 5年度財政状況資料集 

将来負担比率［66.7%］ 

〇類似団体内順位・ 47/52 

〇全国平均・ 6.3 

〇島根県平均・ 84.2% 

※財政力指数 

地方債や将来支払っていく可能性のある負担・（職員の退職金等）の標準財政規模に対する割合を示したもの。 

現在、市が負担している債務総額は、1年間に見込まれる税収等のうちどれくらいかを示す。この比率が高いほ

ど、債務を多く抱える状態であるといえる。 

経常収支比率［10.1％］ 

〇類似団体内順位・ 40/52 

〇全国平均・ 5.6 

〇島根県平均・ 10.9% 

※実質公債比率 

地方債の返済額の大きさを財政規模に対する割合で示したもの。その年度における税収などの一般財源のう

ち借金返済に充てられた額はどの程度であるかを示している。この比率が高いほど、税収などの一般財源の多く

を借金返済に充てている（＝他の行政サービスへ予算を充てることができない）ということを示している。 
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■中期財政計画（歳入・歳出の見込み・計画） 

人口減少に伴い、地方税等の自主財源確の縮小が予測される。 

公共施設・インフラが老朽化する中、限られた予算の中で、計画的な更新・管理をすることが求められる。 

 

■公共施設の更新に必要な将来更新投資費用 

将来更新費用に充てられる見込み額と、将来（概ね 40 年間）の更新費との差を比較すると、 

年間約 7.2 億円不足する見込みであり、更なる費用縮減が必要となる。 

 

 

 

［ 過去 5 年間の投資的経費(実績値)と将来更新費用に充てられる見込み額 ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［ 公共施設等の将来更新費の試算結果 ］ 

 

 

 

  

資料：益田市中期財政計画 資料：資料：益田市公共施設等総合管理計画 改訂版 
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現況課題まとめ 
 

分野 主なキーワード（社会潮流） 益田市の現況からみた課題等 

人口・ 

人口動態 

 少子高齢化・人口減少の本格化 

 地方創生 2.0 の推進 

 人口減少が進行。少子高齢化が著しく、年少人口が約 1 割である一方、高齢化率は約 4 割と著しい状況にある。 

 人口減少と同時に世帯構成も変化している。単身世帯のほか、高齢単身・夫婦世帯や、ひとり親世帯の増加もみられる。 

 特に自然減が人口減少の大きな要因となっている。出生も少なくなっている。婚姻率も県平均と比較して低い状況。 

① 

健康・医療・

福祉・子育て 

 地域共生社会実現の推進 

 男性の平均寿命は、他自治体と比べ短い。要介護（要支援）認定率も高い水準にあり、健康づくりの推進が今後も必要。 

 生産年齢人口にあたる層の精神障害者が増加。また、子どもたち・（児童・・生徒）の中で、悩みを相談する人がいない、相談先がわからないといった人

も多く、心の面におけるケア・健康づくりの推進も必要。 

 益田市においては合計特殊出生率が高く、子育て世代の女性就業率も高い。子育てと就業が両立しやすいと考えらる。一方、小学校期の子育てにおけ

る支援は満足度が低いことから、施策の充実や見直しが必要。 

② 

教育・ 

歴史・文化 

 個別最適な学びと協働的な学びの実現 

 学校教育においては、児童・生徒数の減少に伴い、部活動の地域移行をはじめ、学校活動や、学校における文化・スポーツ活動にも影響が出ている。

時代やまちの変化等を踏まえた、効果的な学校運営が必要。 

 文化財をはじめ、各地域にまちの貴重な歴史 ・文化資源が存在。各地域で人口減少が進行する中にあっても、こうした地域資源を有効に保存 ・活用し

ていくことが求められる。 

 文化芸術活動に親しむ小中学生が少ない。子どもの頃から文化・芸術等に親しむことができる環境づくり・取組等が必要。 

③ 

産業 
 多様な分野における DX の活用 

 いずれの産業も就業者数が減少。生産額も微減傾向にあるほか、1次産業では高齢化もみられる。生産年齢人口の減少 ・高齢化の中でも、産業を維持 ・

発展させていくことが課題となる。 

 高齢化の進行も影響し、医療・福祉産業は市の強みの産業として、生産額も向上している。また、建設業等も市の強みとなっている。 

 観光客数はコロナ禍以前の水準までには回復していない。更なる観光の推進・PRが求められる。 

④ 

交通・ 

通信基盤 

 公共交通のリ・デザインの推進 

 公共交通の利用者数の減少や、交通事業者の不足等により、バス路線の一部廃止等、市内の公共交通の持続的な運行が困難となってきている状況。今

後も高齢化が進行する中、効果的・効率的な公共交通・移送サービスのあり方の検討や、事業者・団体等、多様な主体と連携した交通運営体制の検討

等、持続可能な公共交通の実現に向けた検討が必要である。 

⑤ 

生活環境・ 

自然環境 

 人間中心のコンパクトで居心地の良いまちづく

りの推進 

 カーボンニュートラル実現の推進 

 社会資本の老朽化に対応したマネジメントの推進 

 人口減少の中でも利便性・・快適性が高いまちづくりを推進するための、居住や都市機能の誘導のほか、空き家の適正管理等をはじめとした居住環境向

上の推進が必要。 

 水質が良好な高津川や、豊富な森林資源等をはじめ、自然環境の維持・保全が必要。 

 2050 年のカーボンニュートラル実現に向けて、温室効果ガスの更なる排出抑制や、森林資源の適切な保全などが求められる。 

⑥ 

防災・ 

地域づくり 

 しなやかで強い国土づくり 

 働き方や住まい方、地域との関わり方の多様化 

 持続可能なまちづくり、SDGs の推進 

 各地域において、浸水、土砂災害等、多様な災害リスクが存在。流域治水等をはじめ、強靭な防災対策・整備を進める必要がある。 

 高齢化の進行や、人口減少等の中においても、防災や福祉、医療等、多様な面でまちの安全性を高める視点から、地域で助け合える体制づくり等が必要。 

 子ども （児童・生徒）における、地域活動・行事への参加は少ない状況。地域コミュニティの維持や地域への愛着を高める上で、子どもや若年層が地

域のまちづくりに触れる機会や意識の醸成が必要。 

⑦ 

行財政運営 

 持続可能なまちづくり、SDGs の推進 

 社会資本の老朽化に対応したマネジメントの推進 

 財政の硬直化が進行するなど、厳しい財政状況となっている。人口が減少する中、更なる自主財源確保に努める必要がある。 

 人口減少により財源が不足する中、公共施設等の更新をはじめ、限られた財源の中で、安全・健全な行財政運営が必要。 

 


